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苦情相談の傾向分析の方法等

合計：64,362件※1 （このうち、約1/3の19,036件を無作為抽出し、分類・整理を実施）

内訳：①ＰＩＯ－ＮＥＴ※2（パイオネット：全国の消費生活センター等で受付）：46,337件 （このうち15,320件について分類・整理を実施）

②総務省（電気通信消費者相談センターや各総合通信局等で電話受付）：8,008件 （このうち2,671件について分類・整理を実施）

③総務省（Ｗｅｂ受付）：5,340件 （このうち1,045件について分類・整理を実施）

※１ 傾向分析の作業を効率的に進めるため、ＰＩＯ－ＮＥＴ分の苦情相談については、以下の時点で登録された記録を対象としたため、次頁の苦情相談総件数とは一致し
ない。

2023年４月～６月の期間→同年8月１日まで。2023年７月～８月の期間→同年10月１日まで。 2023年９月→同年11月１日まで。2023年10月→同年12月1日まで。2023年11月
→2024年1月１日まで。2023年12月→2024年2月１日まで。2024年１月→2024年３月１日まで。2024年2月→2024年４月１日まで。2024年３月→2024年４月26日まで。

※２ ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステム）：国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄
積しているデータベース。消費生活センター等からの経由相談は含まれない。

※３ 商品別分類「R81 電報・固定電話」、「R82 移動通信サービス」、「R84 インターネット通信サービス」のいずれかが登録されたデータ及び「T55 娯楽等情報配信サービス」が
登録されたデータのうち事務局で集計した携帯電話事業者が提供するサービスに係るデータを分析対象としている。

●：複数選択項目 ○：単一選択項目

傾向分析の対象とした苦情相談件数

対象期間等

分類項目

分類・整理は、総務省において設定した独自の分類項目により実施。

●サービス種類（ＭＮＯ
※１

、ＭＶＮＯ
※１

、ＦＴＴＨ、ケーブルテレビインターネット 等）
○発生チャネル(苦情相談の要因となった販路又は応対場所 等)（キャリアショップ、量販店、電話勧誘、訪問販売、コールセンター 等）
○事業者名
○店舗名又は代理店名

※２
○相談者（契約者）の属性（年代等）

●苦情相談の項目・観点（通信料金の支払、解約の条件・方法、通信契約の加入・変更手続き、通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容、勧
められて新規契約又は事業者変更 等） ※最大３つまで計上

●発生要因（解約に係る対応（解約方法）、締結時の説明不足（通信料金・割引の説明不足）、誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘、締結時の説
明不足（契約先事業者についての説明不足） 等） ※最大３つまで計上

○発生時期（契約初期
※３

、利用中、解約時、解約後、勧誘時（検討時） 等）
○要望内容（契約解除、返金・支払い免除、事業者対応の改善、契約状況の確認、事業者信用度の確認、制度・政策の改善 等）

※１：事業者名をもとに判別。 ※２：実際には判別困難なものが多い。 ※３：概ね、工事前又は契約書面到着後８日以内。

202３年４月～2024年３月の期間の苦情相談情報を対象に実施。
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○ 2023年度にPIO-NET及び総務省で受け付けた苦情相談件数は、64,362件（前年度比▲3.9%）となり、引き続き減少し
ている。

○ PIO-NETで受け付けた苦情相談件数は51,014件（同＋3.4%）と増加に転じたが、総務省で受け付けた苦情相談件数は
13,348件（同▲24.4%）と引き続き減少している。
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※１ PIO-NET登録分について、2014～2023年度は、各翌年度４月30日までに登録された件数。受付と登録には時間差があるため、件数は今後増減する可能性がある。
※２ PIO-NETにおける「電気通信サービスに係る苦情相談」とは、PIO-NET用の商品別分類「R81 電報・固定電話」、「R82 移動通信サービス」、「R84 インターネット通信サービス」のいずれかが

登録されたデータを指す。ただし、2021年度から分類体系の一部が変更され、「R84 インターネット通信サービス」の一部が集計の対象外となっている。また、2022年度からは、「T55 娯楽等情
報配信サービス」が登録されたデータのうち事務局で集計した携帯電話事業者が提供するサービスに係るデータを集計対象としている。

※３ 総務省受付分については速報値となる。また、2016年度以降の件数にはホームページでの受付分（2016年７月受付開始）を含む。

全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）に寄せられた件数※１※２と

総務省における総受付件数※３ （電気通信消費者相談センター及び総合通信局等の受付件数）

今回の分析の対象

-3.9%
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MVNOサービス
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データ
5.6％

※ 上記の他、その他固定系
※3

：18.3%、その他移動系
※4

：3.0%、その他
※5

：19.3%

2023年度 サービス種類別

○ ＭＮＯサービスに関する苦情相談が苦情相談総件数に占める割合は24.5%となり、サービス種別としては最も高く、次
いでＦＴＴＨサービス（22.8%）、ＭＶＮＯサービス（8.6%）となっている。

N=19,036 期間：2023.4～2024.3
※１:総務省 電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（令和5年度第4四半期（3月末））より、引用。

2023年３月末時点の契約数。法人契約等も含まれるため、一般消費者からの通常の苦情相談の対象となるサービス範囲とは必ずしも一致しない。
CATVインターネットについては、通信速度下り 30Mbps以上のものに限る。

※２：FTTH回線と一体的に提供されるISPサービスが「プロバイダ」のみに計上されている可能性がある。
※３：「その他固定系」には、固定電話、ＩＰ電話、インターネットサイト（ex：知らぬ間にインターネット通販の有料会員になっていた）に関するもの等が含まれている。
※４：「その他移動系」には、提供事業者が不明の移動通信サービス等に関するものが含まれている。
※５:「その他」には、スマホアプリ、ＰＣの保守管理等に関するものが含まれている。
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＜参考＞※1

契約数（2023.3末時点）

音声付等
3.0%

1億8,755万
（前年同期：1億8,068万）

4,035万
（前年同期：3,952万）

3,445万
（前年同期：3,016万）

613万
（前年同期：627万）

-
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2022年度：0.9%
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8.8％
データ通信専用：5.1%
音声通話付等：16.2％

サービス種類別 2022・2023年度総量 比較

○ 前年度と比較して、ＭＮＯサービス、音声付ＭＶＮＯサービス、ＦＴＴＨサービス及びＩＳＰサービスの苦情相談件数は減少し
ている一方、データ専用ＭＶＮＯサービス及びケーブルテレビインターネットサービスは増加している。

注１：複数選択（一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目に計上）のため、合計は必ずしも１００％にならない。
注２：苦情件数にはPIO-NETに寄せられた苦情相談が含まれているが、PIO-NETにおける「電気通信サービスに係る苦情相談」とは、PIO-NET用の商品別分類「R81 電報・固定電話」、「R82 移動通信サービス」、

「R84 インターネット通信サービス」のいずれかが登録されたデータを指す。ただし、2021年度から分類体系の一部が変更され、「R84 インターネット通信サービス」の一部が集計の対象外となっている。また、2022
年度からは、「T55 娯楽等情報配信サービス」が登録されたデータのうち事務局で集計した携帯電話事業者が提供するサービスに係るデータを集計対象としている。

※１：FTTH回線と一体的に提供されるISPサービスが「プロバイダ」のみに計上されている可能性がある。
※２：「その他固定系」には、固定電話、ＩＰ電話、インターネットサイト（ex：知らぬ間にインターネット通販の有料会員になっていた）に関するもの等が含まれている。
※３：「その他移動系」には、提供事業者が不明の移動通信サービス等に関するものが含まれている。
※４:「その他」には、スマホアプリ、ＰＣの保守管理等に関するものが含まれている。
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▲8.1％

4.8％

▲11.4％

▲10.4%

＊ 上記の他、その他固定系※２：(2022)   9,519件、(2023) 11,780件
その他移動系※３：(2022)   1,899件、(2023)   1,951件
その他※4： （2022）15,769件（2023）12,429件

※１

音声付等
1,678

データ専用
3,422

音声付等
1,951

データ専用
3,597

＜参考＞
2022年度の総件数（約66,969件）を100％と

する相対的な比率（推定値）



電話勧誘

12.0%
オンライン契約

10.2%

訪問販売 8.5%

店舗（その他）

8.2%

店舗（量販店） 3.0%

通信販売（電話） 1.2%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）0.8%コールセンター 0.6%工事関連 0.5%

不明、その他 55.0%

苦情相談の内容（2023年度の分析結果）（概要）

ＭＮＯサービス

（１）苦情相談の要因となったチャネル又は応対場所等について

ＦＴＴＨサービス

（２）苦情相談の例（主な「苦情相談の項目・観点」 (上位３つ）と内容）
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（注）「その他」には苦情相談の要因となった具体的なチャネルに分類できな
いもの（チャネルに関する言及がないもの等）が含まれている

ＭＶＮＯサービス

Ｎ＝1,641

１．解約の条件・方法 ４１．７％
例）・モバイルデータ通信の契約を解除したいが、業者と連絡が取

れない。（データ通信専用）
・格安スマホをショップで契約。解約はネットからと言われ、
ネットで解約方法を検索したら高額な解約料がかかると知り
困惑（音声通話付）

２．勧められて新規契約又は事業者変更 ３１．４％
例） ・説明がないままポケットWi-Fiを渡された。本体料金は払わ

なくていいものだと思ったが、契約書を見ると本体料金が毎
月の支払いに含まれていた。（データ通信専用）

・高齢の親が「明日までに契約すれば今より安くなる」と声を掛
けられ契約したが、実際は安くならなかった。（音声通話付）

３．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２４．７％
例）・「通信料金が安くなる」と電話で勧誘され、据え置き型Ｗｉ－Ｆｉ

ルーターを契約したが安くならない。（データ通信専用）
・スマホを契約したが架け放題プランのはずが高額請求が届い

た。不満（音声通話付）

Ｎ＝4,663

１ ．通信料金の支払（心当たりのない請求等） ２５．０％

例）・プラン変更したところ、説明されていないオプションが契約さ
れており、毎月利用料が請求されている。

・携帯電話の契約をしたが、同じ業者から身に覚えのない引き
落としが毎月続いている。内訳を知りたい。

２．勧められて新規契約又は事業者変更 ２３．６％

例）・家電量販店で勧誘を受け、当初予定していなかった通信会
社と契約。契約後、事実と異なる情報で勧誘されていたことが
発覚。元に戻したい。

・高齢の親が強引な勧誘を受け、利用しないホームルーターを
契約させられた。

３．解約の条件・方法 ２０．１％

例）・通信速度が遅いため、ホームルータを解約したところ、ルー
ターの残債を請求された。不満。

・今より安くなると声をかけられ契約。調べてみると安くなってい
なかったため解約したいと思い問合せしたが連絡がない。

電話勧誘 41.7%

訪問販売 14.7%
店舗（その他）

4.5%

工事関連 3.9%

店舗（量販店） 2.4%

オンライン契約 1.9%

通信販売（電話）

1.0%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.7%

コールセンター

0.5%

不明、その他 28.7%

Ｎ＝4,331

１．勧められて新規契約又は事業者変更 ６２．９％
例）・訪問販売で光回線を乗り換えた。料金が安くなるし、解約料の

分はキャッシュバックすると言われたが、解約料が高かった。
・義母の家の固定電話の回線を乗り換えの案内があり変えたが、
不要な光回線もついていたため高額になった。戻したい。

２．解約の条件・方法 ３３．９％
例）・ＷｉＦｉの契約を解約をしたら高額な解約料を取られた。解約の

際、解約料がかかるということは表示されてなかった。
・光回線の解約がスムーズに進まない。必要以上に待ち時間が
長い。

３．事業者等の相談窓口の応対 １２．３％
例）・光回線契約のオプションサービスを解約したいが音声案内が

複雑で適切な番号にたどり着けない。どうしたらいいのか。

・インターネット光回線を申込み業者と電話した。担当者の対応
が悪く、他の人に交代要請したが拒否され、申込できず納得で
きない。



ＭＮＯ（2023年度）

（注）令和２年４月から楽天モバイル株式会社がＭＮＯサービスの提供を開始したところ、令和２年４月から同社の
サービスに対して寄せられた苦情相談は全て「ＭＮＯサービス」に対する苦情相談と分類している。そのため、楽
天モバイルのＭＶＮＯサービスに寄せられた苦情相談が一部、ＭＮＯサービスに対して寄せられた苦情相談に分類
されている可能性がある。



店舗（その他）

29.6%

オンライン契約

6.7%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

6.7%

店舗（量販店）

3.7%

電話勧誘 1.7%
訪問販売

0.9%

コールセンター

0.7%

通信販売（電話）

0.2%

工事関連 0.2%

不明、その他

49.6%

店舗（その他）

33.1%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

8.3%

店舗（量販店） 5.4%

オンライン契約 2.3%電話勧誘 2.0%

コールセンター 1.0%
訪問販売 0.8%

通信販売（電話）

0.2%

工事関連 0.2%

不明、その他

46.7%

苦情相談の要因となったチャネル【ＭＮＯ】 7

参考（前年度）（注）「その他」には苦情相談の要因となった
具体的なチャネルに分類できないもの
（チャネルに関する言及がないもの等）が
含まれている

※「店舗」計：40.0％

○ 苦情相談の要因となったチャネルは、「店舗」の割合が46.8%と最も高く、次いで「オンライン契約」（2.3%）、「電話
勧誘」（2.0%）となっている。

○ 前年度との比較では、「店舗」の割合が6.8ポイント増加した一方で、「オンライン契約」の割合が4.4ポイント減少し
た。

※「店舗」計：46.8％

Ｎ＝5,187
期間：2022.4～2023.3Ｎ＝4,663

期間：2023.4～2024.3



苦情相談の項目・観点【ＭＮＯ】 8

（参考） 前年度は、 ①勧められて事業者等を乗換/新規契約（27.5％）
②通信料金の支払（心当たりのない請求等）(24.5％)
③事業者等の相談窓口の応対（14.7％）が上位３位。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は6.1％、
解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は14.2％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（事例(一例)）
・プラン変更したところ、説明されて
いないオプションが契約されており、
毎月利用料が請求されている。

・携帯電話の契約をしたが、同じ業
者から身に覚えのない引き落としが
毎月続いている。

（事例(一例)）
・通信速度が遅いため、ホームルータ
を解約したところ、ルーターの残債を
請求された。不満。

・今より安くなると声をかけられ契約。
調べてみると安くなっていなかったた
め解約したいと思い問合せしたが連
絡がない。

○ 苦情相談の項目・観点は、「通信料金の支払い（心当たりのない請求等）」の割合が25.0%と最も高く、次いで「勧められ
て新規契約又は事業者変更」（23.6%）、「解約の条件・方法」（20.1%）となっている。

（事例(一例)）
・家電量販店で勧誘を受け、当初予定してい
なかった通信会社と契約。契約後、事実と異
なる情報で勧誘されていたことが発覚。元に
戻したい。

・高齢の親が強引な勧誘を受け、利用しない
ホームルーターを契約させられた。

Ｎ＝4,663
期間：2023.4～2024.3

25.0%

23.6%

20.1%

16.5%

12.7%

11.1%

9.1%

8.6%

5.3%

4.5%

3.6%

3.5%

2.5%

1.5%

0.9%

0.8%

0.4%

0.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

勧められて新規契約又は事業者変更

解約の条件・方法

事業者等の相談窓口の応対

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

端末の契約・変更手続き

端末故障・使い勝手等

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信速度制限、利用制限

ネットワークの品質

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

勧められてオプション等に加入

インターネットサービス利用上のトラブル

利用開始時期・工事

通信速度制限、利用制限

期間拘束契約、自動更新

オプションなどの加入・変更手続き



発生要因（申告内容からの推測）【ＭＮＯ】 9

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。

契約解除の手続きのうち、解約に係る対応（解約方法）が全体に占める割合は9.9％、
違約金（解約費用への不満）が全体に占める割合は4.7％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（事例(一例)）
・契約時に説明を理解しきれないままオプションを購入してしまった。解約希望。

・セット割で安くなると言われ契約したが、契約後にセット割の適用外であるこ
とが判明した。

○ 苦情相談の発生要因は、「契約解除の手続」の割合が14.5%と最も高く、次いで「締結時その他（オプション等
を含む誤案内・案内不足一般）」(9.0%)、「オプションを含むサービスへの不満」(8.9%)となっている。

（事例(一例)）
・契約中の据置型Ｗｉ－Ｆｉを途中で最新機種に変
更した。何も負担がないといわれたのに解約時に
残債を請求された。

・オンラインでＳＩＭを注文した。解約したくフォーム
からも電話もしているが繋がらない。

（参考） 前年度は、①契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）（45.3%）
②事業者の信用度への不安（22.8%）
③申告者の認識との不一致（認識していない料金請求等）（16.1%）が上位３位。

Ｎ＝4,663
期間：2023.4～2024.3

（事例(一例)）
・契約にオプションが付いていて、２年間引き落としが続いていたことが
分かった。返金して欲しい。

・携帯電話を契約した際、不要なオプションが複数つけられていた。
ショップの対応に納得できない。

14.5%

9.0%

8.9%

7.7%

7.4%

5.7%

4.9%

4.6%

3.6%

3.6%

3.2%

3.2%

3.0%

2.3%

2.1%

2.0%

1.7%

1.6%

0.5%

0.2%

0.1%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0%

契約解除の手続

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一般）

オプションを含むサービスへの不満

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

締結時の説明不足

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

不実告知・事実不告知による勧誘

意見・要望

初期契約解除に係る対応

契約書面の未交付、内容不足

事務・業務の誤処理

契約時の不適切な説明（適合性原則を踏まえない説明）

勧誘時その他（勧誘方法一般）

締結後その他（契約後の不十分な情報提供）

従業員・職員の態度

不要な勧誘

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

継続的な勧誘

氏名を開示しない勧誘

勧誘目的であることを告げない勧誘



契約初期 29.6%

利用中 27.3%

解約時 21.4%

解約後 8.2%

利用停止中 2.4%
不明、その他

11.1%

発生時期等【ＭＮＯ】 10

参考（前年度）※契約初期の29.6％のうち、
2.5割に当たる7.6％は
勧誘時に生じた苦情相談。 ※契約初期の26.5％のうち、

３割弱に当たる7.5％は
勧誘時に生じた苦情相談。

Ｎ＝4,663
期間：2023.4～2024.3

Ｎ＝5,187
期間：2022.4～2023.3

契約初期

26.5%

利用中 28.2%
解約時 21.3%

解約後 7.5%

利用停止中

4.5%

不明、その他

11.9%

○ 苦情相談の発生時期は、「契約初期」の割合が29.6%と最も高く、次いで「利用中」（27.3%）、「解約時」（21.4%）となって
いる。

○ 前年度との比較では、「契約初期」の割合が3.1ポイント増加し、最も高い割合を占めることとなった。



契約解除等 20.5%

行政指導・行政処分

等 13.6%

返金・支払い免除

7.9%

事業者対応の改善 7.5%

要望なし／相談時には解決済み

2.8%
通信品質・速度の向上等 2.8%

契約状況の確認 2.7%

制度・政策の改善 0.7%

事業者信用度の確認 0.7%

連絡先の提供 0.6%

その他 40.2%

要望内容【ＭＮＯ】 11

参考（前年度）

○ 苦情相談での要望内容は、「契約解除等」の割合が23.8%と最も高く、次いで「返金・支払い免除」（10.7%）、「事業者対
応の改善」（4.5%）となっている。

○ 前年度との比較では、「契約解除等」の割合が3.3ポイント、「返金・支払い免除」が2.8ポイント増加した一方、「行政指
導・行政処分」は9.3ポイント減少した。

Ｎ＝4,663
期間：2023.4～2024.3

契約解除等 23.8%

返金・支払い免除

10.7%

事業者対応の改善

4.5%

行政指導・行政処分等

4.3%

契約状況の確認 3.0%

要望なし／相談時には

解決済み 1.9%通信品質・速度の向上等

1.2%

事業者信用度の確認

0.9%

連絡先の提供 0.7%

制度・政策の改善

0.6%

その他 48.4%

Ｎ＝5,187
期間：2022.4～2023.3



ＭＶＮＯ（2023年度）



オンライン

契約

11.7% 店舗（その他） 8.8%

電話勧誘 7.0%
店舗（量販店）

3.9%

訪問販売 3.9%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ） 0.9%

通信販売（電話） 0.8%

コールセンター 0.5%
工事関連 0.1%

不明、その他 62.4%

音声通話付等：5.5%
データ通信専用：3.3%

音声通話付等：1.3%
データ通信専用：5.7%

音声通話付等：0.4%
データ通信専用:0.5%

音声通話付等：0.1%
データ通信専用：0.7%

電話勧誘 12.0%

オンライン契約 10.2%

訪問販売 8.5%

店舗（その他）

8.2%

店舗（量販店） 3.0%

通信販売（電話） 1.2%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ） 0.8%コールセンター 0.6%工事関連 0.5%

不明、その他 55.0%

苦情相談の要因となったチャネル【ＭVＮＯ】
○ 苦情相談の要因となったチャネルは、「店舗」の割合が12.1%と最も高く、次いで「電話勧誘」（12.0%）、「オンライン契

約」（10.2%）、「訪問販売」（8.5%）となっている。

○ 前年度との比較では、「電話勧誘」の割合が5.0ポイント、「訪問販売」の割合が4.6ポイント増加した一方で、「オンラ
イン契約」の割合が1.5ポイント減少した。

（注）「その他」には苦情相談の要因となった具体的なチャネルに分類できない
もの（チャネルに関する及がないもの等）が含まれている
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音声通話付等：0.1%
データ通信専用：0.4%

音声通話付等：1.1%
データ通信専用:2.0%

音声通話付等：3.2%
データ通信専用：5.3%

音声通話付等:2.2%
データ通信専用：9.8%

音声通話付等：1.3%
データ通信専用：8.9%

音声通話付等：0.2%
データ通信専用：0.4%

音声通話付等：0.4%
データ通信専用：0.4%

音声通話付等：0.2%
データ通信専用：1.0%

音声通話付等:5.4%
データ通信専用:2.9%

音声通話付等：21.1%
データ通信専用：33.9%

※ 「店舗」計：1２.1％
音声通話付等：6.8％
データ通信専用：5.2％

N=1,641
期間：2023.4～2024.3

音声通話付等:1.1%
データ通信専用：10.6%

音声通話付等：2.4%
データ通信専用：1.5%

※ 「店舗」計：13.6％
音声通話付等：8.3％
データ通信専用：5.3％

音声通話付等:1.7%
データ通信専用:2.2%

音声通話付等：0.0%
データ通信専用：0.5%

音声通話付等：0.1%
データ通信専用：0.0%

N=1,504
期間：2022.4～2023.3

参考（前年度）



苦情相談の項目・観点【ＭVＮＯ】

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものはグラフから除外している。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・格安スマホを契約したが架け放題プ
ランのはずが高額請求が届いた。不満。
＜データ通信専用＞

・父が「通信料金が安くなる」と電話で
勧誘され、ルーターを契約したが安くな
らない。
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（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・高齢の親が「明日までに契約すれば今より安くなる」と声を掛けられ契約したが、
実際は安くならなかった。
＜データ通信専用＞

・説明がないままポケットWi-Fiを渡された。本体料金は払わなくていいものだと
思ったが、契約書を見ると本体料金が毎月の支払いに含まれていた。

（参考）前年度は、①解約の条件・方法（38.9%）
②勧められて事業者等を乗換/新規契約（34.8%）
③通信料金の支払（心当たりのない請求等）（21.7%）が上位３位。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は16.8％、
解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は25.5％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

○ 苦情相談の項目・観点は、「解約の条件・方法」の割合が41.7%と最も高く、次いで「勧められて新規契約又は事業者変更」
（31.4%）、「通信料金の支払（心当たりのない請求等） 」（24.7%）となっている。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・格安スマホをショップで契約。解約はネットか
らと言われ、ネットで解約方法を検索したら高
額な解約料がかかると知り困惑。
＜データ通信専用＞

・モバイルデータ通信の契約を解除したいが、
業者と連絡が取れない。

N=1,641
期間：2023.4～2024.3

9.3%

9.3%

8.3%

5.2%

4.1%

3.8%

2.1%

0.8%

0.8%

0.5%

1.2%

2.0%

0.9%

0.9%

0.2%

0.4%

0.8%

0.1%

32.5%

22.1%

16.4%

11.6%

3.9%

2.7%

2.4%

3.4%

3.3%

3.0%

1.5%

0.4%

1.0%

0.7%

1.3%

1.2%

0.7%

0.2%

41.7%

31.4%

24.7%

16.8%

8.0%

6.5%

4.5%

4.2%

4.1%

3.6%

2.7%

2.4%

1.8%

1.6%

1.5%

1.5%

1.5%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

解約の条件・方法

勧められて新規契約又は事業者変更

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

事業者等の相談窓口の応対

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・…

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

端末故障・使い勝手等

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信速度制限、利用制限

ネットワークの品質

利用開始時期・工事

端末の契約・変更手続き

勧められてオプション等に加入

インターネットサービス利用上のトラブル

通信速度制限、利用制限

期間拘束契約、自動更新

接客態度等、販売勧誘以外の応対

オプションなどの加入・変更手続き

音声通話付等 データ通信専用



7.8%

2.0%

2.2%

1.0%

1.5%

1.8%

2.0%

1.5%

1.2%

1.3%

0.9%

0.9%

0.7%

0.7%

1.1%

0.5%

0.6%

0.5%

0.2%

0.2%

0.2%

0.0%

26.6%

6.3%

4.1%

4.6%

4.0%

3.6%

3.5%

3.8%

3.8%

2.9%

3.0%

1.2%

1.3%

1.3%

0.9%

1.3%

0.7%

0.8%

0.8%

0.5%

0.2%

0.1%

34.4%

8.3%

6.3%

5.5%

5.5%

5.4%

5.4%

5.3%

5.1%

4.1%

3.9%

2.1%

2.1%

2.0%

2.0%

1.9%

1.3%

1.3%

1.0%

0.7%

0.4%

0.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

契約解除の手続

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

オプションを含むサービスへの不満

初期契約解除に係る対応

締結時の説明不足

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一般）

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

不実告知・事実不告知による勧誘

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

契約書面の未交付、内容不足

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

勧誘時その他（勧誘方法一般）

事務・業務の誤処理

従業員・職員の態度

意見・要望

不要な勧誘

契約時の不適切な説明（適合性原則を踏まえない説明）

締結後その他（契約後の不十分な情報提供）

氏名を開示しない勧誘

継続的な勧誘

勧誘目的であることを告げない勧誘

説明書面を交付しない電話勧誘

音声通話付等 データ通信専用

発生要因（申告内容からの推測）【ＭVＮＯ】

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものはグラフから除外している。

○ 苦情相談の発生要因は、「契約解除の手続」の割合が34.4%と最も高く、次いで「解約できない（遅滞なく解約できない場

合を含む） ）」（8.3%）、「オプションを含むサービスへの不満」（6.3%）となっている。

○ データ通信専用では、「契約解除の手続き」の割合が26.6%と他要因と比較して顕著に高い。

契約解除の手続きのうち、解約に係る対応（解約方法）が全体に占める割合は21.0％、
違約金（解約費用への不満）が全体に占める割合は13.9％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 前年度は、①契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等）（37.3%）
②契約解除の手続き（25.8%）
③事業者の信用度への不安（24.3%）が上位３位。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・スマートフォンの解約を申出たところ解約手数料を取られ
た。手数料はかからないというページを見た記憶がある。
＜データ通信専用＞

・違約金は不要と説明を受け、実際に解約しようとしたとこ
ろ説明と異なり違約金を請求された。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・以前契約したスマートフォンと携帯電話サービスを今月中にウエブ上か
ら解約したいが手続きが進められない。
＜データ通信専用＞

・モバイルＷｉ－Ｆｉを電話勧誘され契約。解約を伝えたが、折り返しの連絡
が無く解約されたかわからない。

（事例(一例)）
＜音声通話付等＞

・スマホを機種変更。以降契約していないオプション契約の登録完了のメールが入った。月額千円程
の利用料だが納得いかない。
＜データ通信専用＞

・キャリアショップで、勧められるままに格安ＳＩＭを契約したが、電波がつながらないことが度々ある。
できれば解約したい。
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N=1,641
期間：2023.4～2024.3



契約初期 29.5%

利用中 19.2%

解約時 31.1%

解約後 8.9%

利用停止中

3.4%

不明、その他

7.9%

契約初期 22.7%

利用中 25.5%

解約時 24.3%

解約後 8.0%

利用停止中 3.3%
不明、その他

16.3%

○ 苦情相談の発生時期は、「利用中」の割合が25.5%と最も高く、次いで「解約時」（24.3%）、「契約初期」（22.7%）と
なっている。

○ 前年度との比較では、「利用中」の割合が6.3ポイント増加し、最も高い割合を占めることとなった。

発生時期等【ＭVＮＯ（音声通話付等）】 16

※契約初期の22.7％のうち、
約４割に当たる9.9％は
勧誘時に生じた苦情相談。

N=495
期間： 2022.４～2023.3

※契約初期の29.5％のうち、
３割強に当たる9.9％は
勧誘時に生じた苦情相談。

参考（前年度）

N=577
期間：2023.4～2024.3



契約解除等 31.3%

返金・支払い免除

5.7%

契約状況の確認 4.0%

事業者対応の改善

3.8%

行政指導・行政処分

等 3.6%

要望なし／相談時には

解決済み 3.0%

事業者信用度の確認

2.4%

連絡先の提供 1.0%

通信品質・速度

の向上等 0.6%

その他 44.4%

要望内容【ＭVＮＯ（音声通話付等）】

○ 苦情相談での要望内容の割合は、「契約解除等」が28.6%と最も高く、次いで「返金・支払い免除」（8.5%）、「契約状況
の確認」（3.3%）となっている。

○ 前年度との比較では、「返金・支払い免除」が2.8ポイント増加した一方、「契約解除等」は2.7ポイント減少した。

17

N=495
期間：2022.4～2023.3

N=577
期間：2023.4～2024.3

契約解除等 28.6%

返金・支払い免除

8.5%

契約状況の確

認 3.3%

要望なし／相談時に

は解決済み 2.4%

事業者対応の改善

2.1%
事業者信用度の確認

2.1%
行政指導・行政処分等

1.9%連絡先の提供 1.7%

通信品質・速度の向上等

0.5%

制度・政策の改善

0.3%

その他 48.5%

参考（前年度）



契約初期

14.6%

利用中 9.3%

解約時 54.9%

解約後

10.5%

利用停止中 7.8%

不明、その他 2.9%

契約初期 20.7%

利用中 10.2%

解約時 49.9%

解約後 11.0%

利用停止中 2.7%

不明、その他 5.6%

発生時期等【ＭVＮＯ（データ通信専用）】 18

※契約初期の20.7％のうち、
約５割に当たる10.0％は
勧誘時に生じた苦情相談。

○ 苦情相談の発生時期は、「解約時」の割合が49.9%と最も高く、次いで「契約初期」（20.7%）、「解約後」（11.0％）となっ
ている。

○ 前年度との比較では、「解約時」の割合が5.0ポイント減少したが、引き続き最も高い割合を占めている。

参考（前年度）

※契約初期の14.6％のうち、
３割弱に当たる4.3％は
勧誘時に生じた苦情相談。

N=1,083
期間：2023.４～2024.3

N=1,022
期間：2022.4～2023.3



契約解除等

51.7%

返金・支払い免除 8.7%

通信品質・速度の向上等 4.1%

行政指導・行政処分等 2.9%

事業者対応の改善 2.9%

契約状況の確認

2.0%

要望なし／相

談時には解決

済み 1.5%

事業者信用度の確認

0.8%

連絡先の提供 0.8%

制度・政策の改善 0.3%

その他 24.4%

契約解除等 52.1%

返金・支払い免除 9.1%

行政指導・行政処分等 2.6%

契約状況の確認 2.3%

事業者対応の改善 1.8%

事業者信用度の確認

1.6%

要望なし／相談時には

解決済み

1.1%

連絡先の提供 0.9%

通信品質・速度の

向上等 0.6%

制度・政策の改善

0.3%

その他 27.6%

要望内容【ＭVＮＯ（データ通信専用）】 19

N=1,022
期間：2022.4～2023.3

○ 苦情相談での要望内容は、「契約解除等」の割合が52.1%と最も高く、次いで「返金・支払い免除」（9.1%）、「行政指導・
行政処分」（2.6%）となっている。

○ 前年度との比較では、「通信品質・速度の向上等」の割合が4.1ポイント減少した。

○ 音声通話付との比較では、データ通信専用では、「契約解除等」の占める割合が23.5ポイント高い。

参考（前年度）

N=1,083
期間：2023.４～2024.3



ＦＴＴＨ（2023年度）



電話勧誘 41.7%

訪問販売 14.7%

店舗（その他）

4.5%
工事関連 3.9%

店舗（量販店）

2.4%

オンライン契約

1.9%

通信販売（電話）

1.0%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.7%

コールセンター

0.5%
不明、その他

28.7%

苦情相談の要因となったチャネル【ＦＴＴＨ】 21

※ 「店舗」計：7.6％

（注）「その他」には苦情相談の要因となった具体的なチャネルに分類できないもの（チャネルに関する言及がないもの等）が含まれている

参考（前年度）

Ｎ＝4,872
期間：2022.4～2023.3

Ｎ＝4,331
期間：2023.4～2024.3

電話勧誘 32.5%

訪問販売 12.7%

工事関連

3.9%

店舗（その他）

3.2%オンライン契約

2.0%

店舗（量販店）

1.7%

通信販売（電話）

1.2%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.6%

コールセンター

0.2%

不明、その他

42.0%

○ 苦情相談の要因となったチャネルは「電話勧誘」の割合が41.7％と最も高く、次いで「訪問販売」14.7％、「店舗(その
他）」4.5％となっている。

○ 前年度との比較では、「電話勧誘」の割合が9.2ポイント、「訪問販売」が2.0ポイント、「店舗（その他）」が1.3ポイントと
いずれも増加している。



62.9%

33.9%

12.3%

10.5%

9.0%

4.8%

4.4%

3.2%

2.8%

2.2%

1.6%

1.2%

1.0%

0.9%

0.6%

0.2%

0.2%

0.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

勧められて新規契約又は事業者変更

解約の条件・方法

事業者等の相談窓口の応対

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

利用開始時期・工事

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信速度制限、利用制限

ネットワークの品質

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

接客態度等、販売勧誘以外の応対

勧められてオプション等に加入

端末故障・使い勝手等

通信速度制限、利用制限

期間拘束契約、自動更新

インターネットサービス利用上のトラブル

オプションなどの加入・変更手続き

端末の契約・変更手続き

苦情相談の項目・観点【ＦＴＴＨ】 22

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものはグラフから除外している。

○ 苦情相談の項目・観点は、「勧められて新規契約又は事業者変更」の割合が62.9％と最も高く、次いで「解
約の条件・方法」(33.9％)「事業者等の相談窓口の応対」(12.3%)となっている。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は14.3％、
解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は20.2％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

Ｎ＝4,331
期間：2023.4～2024.3

事例（一例）
・訪問してきた業者からネット料金が安
くなると言われて光回線を契約したが業
者の信用性が不安になった。
・昨年光回線に関する業者を乗り換え
た。今より安くなると言われたのに安く
なっていない。また、契約内容がよくわ
からない。

事例（一例）
・光回線を解約申請し、ルーターも返却し
たにも関わらず、解約されておらず、請
求が続く。解約を困難にする事業者に不
満。
・実家で契約している光回線を解約しよう
と何度も通信会社に架電しているが繋が
らない。

（参考） 前年度は、①勧められて事業者等を乗換/新規契約（51.4%）
②解約の条件・方法（30.7%)
③ネットワークの品質（16.0％）が上位３位。



29.4%

18.8%

7.7%

6.9%

6.5%

6.1%

5.3%

5.0%

5.0%

4.7%

4.6%

4.4%

3.8%

3.6%

3.4%

3.1%

2.7%

2.5%

1.3%

1.2%

1.0%

0.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

契約解除の手続き

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

不実告知・事実不告知による勧誘

締結時の説明不足

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

氏名を開示しない勧誘

意見・要望

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

オプションを含むサービスへの不満

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一…

不要な勧誘

契約書面の未交付、内容不足

従業員・職員の態度

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

継続的な勧誘

締結後その他（契約後の不十分な情報提供）

勧誘時その他（勧誘方法一般）

初期契約解除に係る対応

勧誘目的であることを告げない勧誘

事務・業務の誤処理

契約時の不適切な説明（適合性原則を踏まえない説明）

説明書面を交付しない電話勧誘

発生要因（申告内容からの推測）【ＦＴＴＨ】 23

○ 苦情相談の発生要因は「契約解除の手続き」の割合が29.4％と最も高く、「誤解を与える勧誘などの信用できない
勧誘」(18.8%)、「不実告知・事実不告知による勧誘」(7.7%)となっている。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。

Ｎ＝4,331
期間：2023.4～2024.3

事例（一例）
・数日前、自宅に通信事業者の代理店が訪ねて
きて、認知症気味の母が契約をしてしまった。虚
偽説明があり解約したい。
・大手電気通信業者を名乗る業者から無料だと
電話勧誘を受けて光回線契約を承諾したが、料
金がかかることがわかった。

事例（一例）
・自宅に契約先の光回線事業者を名乗って、
「通信機器を取り換えると料金が安くなる」
と電話があった。携帯電話からの着信で不
審である。
・契約中の携帯電話会社から「特別待遇会
員に選ばれた。無料で光回線を設置する」
との勧誘を受けて申し込んだが大丈夫だろ
うか。

契約解除の手続のうち、解約費用への不満が全体に占める割合は13.3％、
契約解除の手続きへの不満（解約方法等）が全体に占める割合は17.1％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 前年度は、①契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等） （43.5%）
②事業者の信用度への不安（32.3％）
③契約解除の手続き（23.7%)が上位３位。

事例（一例）
・契約している光回線の速度が遅く、ゲームがで
きなかったので、解約したいと申し出ると違約金
を請求された。納得いかない。
・マンション内の利用者が増えたためか最近光
回線のネットがほとんどつながらない。今解約し
たら違約金がかかると言われ、納得できない。



契約初期 47.0%

利用中

6.6%

解約時 34.4%

解約後 5.0%

利用停止中 1.6% 不明、その他 5.4%

発生時期等【ＦＴＴＨ】 24

○ 苦情相談の発生時期は、「契約初期」の割合が47.0%と最も高く、次いで「解約時」(34.4%)となっている。

○ 前年度との比較では、「契約初期」の割合が14.8ポイント増加したが、「利用中」が11.1ポイント減少している。

○ 契約初期に発生した苦情相談のうち、6割以上は特に勧誘時に発生したものであることから、勧誘の時点で既に消費者
トラブルが発生している状況が続いている。

参考（前年度）

契約初期の47.0％のうち、約6割に当たる
29.0％は勧誘時に生じた苦情相談。Ｎ＝4,331

期間：2023.4～2024.3

Ｎ＝4,872
期間：2022.4～2023.3

契約初期 32.2%

利用中 17.7%

解約時 39.4%

解約後

5.0%

利用停止中

3.0%
不明、その他

2.4%



契約解除等 44.3%

返金・支払い免除

6.2%

事業者信用度の確認 4.6%契約状況の確認 4.4%

要望なし／相談時には

解決済み 4.3%

行政指導・行政処分等

2.2%

事業者対応の改善

2.2%

連絡先の提供

1.2%

通信品質・速

度の向上等

0.6%

制度・政策の改善

0.3%
その他 29.9%

要望内容【ＦＴＴＨ】 25

○ 苦情相談での要望内容は、「契約解除等」の割合が44.3%と最も高く、次いで「返金・支払い免除」(6.2%)、「事業者信
用度の確認」(4.6%)となっている。

○ 前年度との比較では、「契約状況の確認」の割合が1.3ポイント増加する一方、「通信品質・速度の向上等」が4.9ポイン
ト減少した。

参考（前年度）

Ｎ＝4,331
期間：2023.4～2024.3

Ｎ＝4,872
期間：2022.4～2023.3

契約解除等 41.4%

通信品質・速度の向上

等 5.5%

返金・支払い免除

5.1%

事業者信用度の確認

4.1%
行政指導・行政処分等

4.0%

事業者対応の改善

3.8%

要望なし／相談時には

解決済み 3.4%

契約状況の確認 3.1%

連絡先の提供

1.2%

制度・政策の改善

0.2%

その他 28.4%



光コラボ事業者

27.6%

独立系事業者かつ

光コラボ事業者

20.0%

光コラボ事業者かつその他

ＦＶＮＯ 8.8%

その他ＦＶＮＯ

6.3%

その他 37.3%

光コラボ事業者
合計：５６．４%

光卸等に係る苦情相談 26

○ ＦＴＴＨサービス全体の苦情相談のうち光コラボ事業者に係る苦情は全体の半分以上を占める。

○ 独立系事業者から卸電気通信役務の卸売を受けて、ＦＴＴＨサービスを提供する事業者（その他ＦＶＮＯ）に寄せられる
苦情件数も全体の中の15.1%と決して少なくない割合を占めており、前年度上半期（15.0％）、前年度下半期（14.0％）と
なり、前年度よりも増加している。

N=3,639（※）
期間：2023.4~2024.３
※･･･ＦＴＴＨの苦情相談のうち、苦情の主体となった対象事業者が不明なものを除いた件数

（注１）光コラボ事業者については、ＮＴＴ東西の公表データに基づき抽出。

・光コラボ事業者

ＮＴＴ東西から卸電気通信役務の提供を受け、利用者にＦＴＴＨサー

ビスを提供する電気通信事業者を指す。

・独立系事業者

（ＮＴＴ東西を除く）以下の２つの提供形態で利用者にＦＴＴＨサービ

スを提供する電気通信事業者を指す。

「自己設置」型：電気通信事業者が自ら設備を設置して、利用者に

FTTHサービスを提供するもの。

「接続」型：電気通信事業者が接続料を払って、他の電気通信事業

者の加入光ファイバを利用し、利用者にFTTHサービスを提供するも

の。

・その他ＦＶＮＯ

ＮＴＴ東西ではない独立系事業者から卸電気通信役務の提供を受

け、利用者にFTTHサービスを提供する電気通信事業者を指す。

その他ＦＶＮＯ
合計：１５．１%



ＩＳＰ（2023年度）



電話勧誘 27.8%

訪問販売

4.7%

オンライン契約

3.7%

店舗（その他）

2.5%

店舗（量販店）

1.6%

通信販売（電

話） 0.6%
工事関連

0.6%

コールセンター

0.2%

不明、その他

58.3%

苦情相談の要因となったチャネル【ＩＳＰ】

N=471
期間：2023.４～2024.３ ※ 「店舗」計：2.7％

（注）「その他」には苦情相談の要因となった具体的なチャネルに分類できな
いもの（チャネルに関する言及がないもの等）が含まれている
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参考（前年度）

N=511
期間：2022.４～2023.3

電話勧誘 25.7%

訪問販売 5.1%

オンライン契約

2.3%

店舗（その他） 1.7%

工事関連

1.3%

通信販売（電

話） 1.1%

店舗（量販店） 0.8%コールセンター 0.4%

店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.2%

不明、その他 61.4%

○ 苦情相談の要因となったチャネルは「電話勧誘」の割合が25.7％と最も高く、次いで「訪問販売」5.1％、「オンライン契
約」2.3％となっている。

○ 前年度との比較では、「電話勧誘」の割合が2.1ポイント減少しているもの、引き続き最も高い割合を占めている。



41.4%

34.6%

27.0%

15.7%

4.7%

4.0%

3.6%

3.4%

1.9%

1.7%

1.3%

0.8%

0.6%

0.4%

0.4%

0.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

解約の条件・方法

勧められて新規契約又は事業者変更

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

事業者等の相談窓口の応対

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

利用開始時期・工事

通信速度制限、利用制限

接客態度等、販売勧誘以外の応対

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

ネットワークの品質

通信速度制限、利用制限

勧められてオプション等に加入

期間拘束契約、自動更新

端末故障・使い勝手等

インターネットサービス利用上のトラブル

苦情相談の項目・観点【ＩＳＰ】

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

○ 苦情相談の項目・観点は、「解約の条件・方法」の割合が41.4％と最も高く、 「勧められて新規契約又は事業者変
更」(34.6%) 、「通信料金の支払（心当たりのない請求等）」(27.0%)となっている。

事例（一例）
・解約したはずのプロバイダ業者から請求書が届き解約で
きていないことに気が付いた。利用していないので支払い
たくない。
・契約しているプロバイダの解約を半年前に申し出ている
が、手続きされておらず引落しが続いている。どうしたらよ
いのか。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は
9.8％、解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は32.3％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 昨年度は、①解約の条件・方法（41.5%）
②勧められて事業者等を乗換/新規契約（34.8％）
③通信料金の支払（28.6%)が上位３位。
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N=471
期間：2023.４～2024.３

事例（一例）
・大手通信会社の代理店から勧誘を受け通信契約を変更。料
金が高くなり解約を申出ると違約金を求められた。どうすれば
良いか。
・電話勧誘でプロバイダを契約。引越しのため解約したいが、
一般消費者向けの電話窓口が分からず、解約できない。

事例（一例）
・電話勧誘でプロバイダを変えると携帯代金も安く
なると言われ契約したが、不審なので解約しようと
代理店に電話するも繋がらない。
・電話でプロバイダ変更の勧誘を受けて、承諾し、
書面が届いた。本日解約の連絡をしたら工事を発
注したと言われ、不満だ。



35.5%

13.8%

11.5%

7.2%

5.5%

3.8%

3.8%

3.4%

3.4%

3.2%

3.0%

2.8%

2.5%

1.9%

1.5%

1.5%

1.3%

1.1%

0.8%

0.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

契約解除の手続き

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

意見・要望

オプションを含むサービスへの不満

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

従業員・職員の態度

締結時の説明不足

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

不実告知・事実不告知による勧誘

契約書面の未交付、内容不足

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一般）

氏名を開示しない勧誘

初期契約解除に係る対応

締結後その他（契約後の不十分な情報提供）

事務・業務の誤処理

継続的な勧誘

勧誘時その他（勧誘方法一般）

不要な勧誘

説明書面を交付しない電話勧誘

発生要因（申告内容からの推測）【ＩＳＰ】

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
「その他意見・要望」は、単一選択の場合のみ計上。不明やその他はグラフから除外している。

○ 苦情相談の発生要因は、「契約解除の手続き」の割合が35.5%と最も高く、 「解約できない（遅滞なく解約できない
場合を含む）」(13.8%) 、「誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘」(11.5%)となっている。

事例（一例）
・プロバイダ契約の解約を申し入れたが、手
続きの遅れで解約まで３か月かかった。３月
分の使用料を返還して欲しい。
・インターネットを使わなくなったのでプロバイ
ダ契約を解約したいが、電話が繋がらない。
どうすればよいか。

契約解除の手続のうち、解約費用への不満が全体に占める割合は9.3％、
契約解除の手続きへの不満（解約方法等）が全体に占める割合は27.8％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 前年度は、①契約解除の手続き（31.1%）、
②申告者の認識との不一致（26.2%）、
③事業者の信用度の不安（24.5％）が上位３位。
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N=471
期間：2023.４～2024.３

事例（一例）
・プロバイダーを解約するため事業者へ連絡したら
違約金が必要だというのでその請求書を送ってほし
いと伝えたがなかなか来ない。
・電話回線を解約したがプロバイダ契約が残ってい
た。解約したいがＩＤも分からず、解約できない。



契約初期 24.8%

利用中 6.4%

解約時 43.5%

解約後 12.7%

利用停止中 2.5% 不明、その他

10.0%

契約初期 21.5%

利用中 8.2%

解約時 48.7%

解約後 14.9%

利用停止中 1.4%
不明、その他 5.1%

発生時期等【ＩＳＰ】

○ 苦情相談の発生時期は、「解約時」の割合が43.5%と最も高く、次いで「契約初期」(24.8%)、「解約後」(12.7%)となって
いる。

○ 前年度との比較では、「解約時」の割合が5.2ポイント減少したが、引き続き最も高い割合を占めている。

契約初期の24.8％のうち、約6割に当たる
14.0％は勧誘時に生じた苦情相談。
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参考（前年度）

N=471
期間：2023.４～2024.３

N=511
期間：2022.４～2023.3



契約解除等 43.9%

返金・支払

い免除

9.6%

契約状況の確認 5.5%連絡先の提供 3.4%

行政指導・行政処分等 2.3%

事業者対応の改善

2.3%

事業者信用度の確認

2.1%

要望なし／相談時には解

決済み 1.7%

制度・政策の改善

0.4%

通信品質・速度の向上

等 0.4%

その他 28.2%

要望内容【ＩＳＰ】

○ 苦情相談での要望内容は、「契約解除等」の割合が43.9%と最も高く、次いで「返金・支払い免除」(9.6%)、「契約状況

の確認」(5.5%)となっている。

○ 前年度との比較では、「契約解除等」が3.3ポイント減少したが、引き続き最も高い割合を占めている。
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参考（前年度）

N=471
期間：2023.４～2024.３

N=511
期間：2022.４～2023.3

契約解除等 47.2%

返金・支払い免除

8.8%

契約状況の確認

4.7%

事業者信用度の確

認 2.9%

連絡先の提供

2.5%

行政指導・行政処…

要望なし／相談時

には解決済み

1.6%

事業者対応の改善

1.4%

制度・政策の改善

0.4%

通信品質・速度の

向上等 0.2%

その他 28.4%



ケーブルテレビインターネット
（2023年度）



訪問販売

26.1%
工事関連 5.0%

店舗（その他）

3.3%

電話勧誘 3.3%

コールセンター

2.8%

店舗（量販店）

1.7%
オンライン契約

1.1%
店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯﾌﾟ）

0.6%

通信販売（電

話） 0.6%

不明、その他

55.6%

苦情相談の要因となったチャネル【ケーブルテレビインターネット】 34

（注）「その他」には苦情相談の要因となった具体的なチャネルに分類できないもの（チャネルに関する言及がないもの等）が含まれている

N=189
期間：2023.4～2024.３ ※ 「店舗」計：7.4％

参考（前年度）

N=180
期間：2022.４～2023.3

訪問販売 36.0%

店舗（その他）

5.8%
電話勧誘 4.2%

工事関連

3.7%店舗（ｷｬﾘｱｼｮｯ

ﾌﾟ） 1.1%

オンライン契約

1.1%

コールセンター

1.1%

店舗（量販店）

0.5%

不明、その他

46.6%

○ 苦情相談の要因となったチャネルは「訪問販売」の割合が36.0％と最も高く、次いで「店舗（その他）」5.8％、「電話勧
誘」4.2％となっている。

○ 前年度との比較では、「訪問販売」の割合が9.9ポイント増加した一方で、「工事関連」の割合が1.3ポイント減少した。



49.2%

36.5%

11.6%

10.6%

10.6%

8.5%

7.9%

5.3%

3.7%

3.2%

3.2%

3.2%

1.6%

1.1%

0.5%

0.5%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

勧められて新規契約又は事業者変更

解約の条件・方法

利用開始時期・工事

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

事業者等の相談窓口の応対

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

ネットワークの品質

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信速度制限、利用制限

端末故障・使い勝手等

接客態度等、販売勧誘以外の応対

通信速度制限、利用制限

端末の契約・変更手続き

勧められてオプション等に加入

オプションなどの加入・変更手続き

期間拘束契約、自動更新

苦情相談の項目・観点【ケーブルテレビインターネット】 35

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
不明やその他はグラフから除外している。

○ 苦情相談の項目・観点は、「勧められて新規契約又は事業者変更」の割合が49.2%と最も高く、「解約の条件・方
法」(36.5%)、「利用開始時期・工事」(11.6%)となっている。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は20.1％、
解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は16.4％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考）前年度は、①勧められて事業者等を乗換/新規契約（40.6%）、
②解約の条件・方法（34.4%)
③ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア（16.1％）が上位３位。

事例（一例）
・ケーブルテレビの契約の一部を解約したい
が、電話がつながらない。
・訪問販売で光回線の契約をケーブルテレ
ビに変更した。使い勝手が悪く、説明不足も
あり解約したいが、解約料が高額過ぎる。

事例（一例）
・遠方で暮らす高齢な両親が訪販でネット回
線をCATVへ変更する契約をした。不必要な
のでキャンセルしたいが可能か。
・勧められて契約したが、２日後に利用できな
くなり明日工事に来る。途中解約方法を知っ
ておきたい。

N=189
期間：2023.4～2024.３



30.2%

12.2%

9.5%

7.9%

7.4%

7.4%

6.9%

6.9%

5.3%

5.3%

4.8%

4.8%

4.8%

3.7%

3.2%

3.2%

2.6%

2.6%

2.6%

1.6%

1.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

契約解除の手続き

オプションを含むサービスへの不満

締結時の説明不足

不実告知・事実不告知による勧誘

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一般）

従業員・職員の態度

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

意見・要望

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

初期契約解除に係る対応

不要な勧誘

契約書面の未交付、内容不足

締結後その他（契約後の不十分な情報提供）

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

継続的な勧誘

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

勧誘目的であることを告げない勧誘

勧誘時その他（勧誘方法一般）

契約時の不適切な説明（適合性原則を踏まえない説明）

氏名を開示しない勧誘

事務・業務の誤処理

発生要因（申告内容からの推測）【ケーブルテレビインターネット】 36

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
「その他意見・要望」は、単一選択の場合のみ計上。不明やその他はグラフから除外している。

○ 苦情相談の発生要因は、 「契約解除の手続き」の割合が30.2%と最も高く、 「オプションを含むサービスへの不満」
(12.2%) 、「締結時の説明不足」(9.5%)となっている。

事例（一例）
・携帯電話を乗り換えた時に、自宅
のテレビ、電話、インターネットの
契約もした。業者の都合でインター
ネット工事が進まず高額な料金が
発生している。

契約解除の手続のうち、解約費用への不満が全体に占める割合は19.6％、
契約解除の手続きへの不満（解約方法等）が全体に占める割合は11.1％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 前年度は、①契約者ニーズとの不一致（47.8%）、
②事業者の信用度への不安（30.0%)
③契約解除の手続き（28.3％）が上位３位。

N=189
期間：2023.4～2024.３

事例（一例）
・インターネット回線をケーブルテレビ
に変更したが接続が切れ使いずらい。
解約するには工事代金と違約金が必
要と言われ納得いかない。
・ケーブルテレビ契約の解約を検討。
撤去費用等で４万円近くの請求がある
が妥当だろうか。



発生時期等【ケーブルテレビインターネット】 37

○ 苦情相談の発生時期は、「解約時」の割合が34.4%と最も高く、次いで、「契約初期」(32.3%)、「利用中」(13.8%)
となっている。

○ 前年度との比較では、「契約初期」の割合が9.5ポイント増加したが、「解約時」は8.4ポイント減少している。

（注）今回の苦情分析においては、サービスの解約を求める苦情の増加等を踏まえ、「解約を検討している」苦情については
基本的に「解約時」の苦情としているため、2020年度以前の分析と比較して「解約時」の苦情が増加している。

契約初期の32.3％のうち、約5割に当たる15.9％は
勧誘時に生じた苦情相談。

参考（前年度）

契約初期 32.3%

利用中 13.8%

解約時 34.4%

解約後 7.9%

利用停止中 4.2%

不明、その他 7.4%

N=189
期間：2023.4～2024.３

N=180
期間：2022.４～2023.3

契約初期 22.8%

利用中 18.9%
解約時 42.8%

解約後 5.6%

利用停止中

6.1%

不明、その他

3.9%



N=180
期間：2022.４～2023.3

要望内容【ケーブルテレビインターネット】 38

○ 苦情相談での要望内容は、「契約解除等」の割合が41.3%と最も高く、次いで「返金・支払い免除」(6.3%)、「事業者
対応の改善」(4.8%)となっている。

○ 前年度との比較では、「返金・支払い免除」が1.3ポイント増加したが、「事業者対応の改善」は4.6ポイント減少した。

参考（前年度）

契約解除等 41.3%

返金・支払い免除

6.3%

事業者対応の改善

4.8%通信品質・速度の向上

等 3.7%

事業者信用度の確認

3.2%

行政指導・行政処分

等 2.1%

契約状況の確認

2.1%

要望なし／相談

時には解決済み

1.1%

その他 35.4%

N=189
期間：2023.4～2024.３

契約解除等

42.2%

事業者対応の改善

9.4%
通信品質・速度の向

上等 7.2%
行政指導・行政処分

等 6.7%

返金・支払い免除

5.0%

事業者信用度の確

認 2.2%

契約状況の確認

1.1%

要望なし／相談時に

は解決済み 0.6%

連絡先の提供 0.6%

その他 25.0%



個別課題に関する分析



（１）通信速度等に関する苦情相談



通信速度等に関する苦情相談（2023年度）

ＭＮＯ

※2023年度における苦情相談の総件数のうち苦情相談の「項目・観点」として、「ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア」、「ネットワークの品質」のいず
れかが選択（複数選択の場合は重複排除）された苦情・相談件数の割合。

○ 通信速度等に関しての苦情の割合（※）は、前年度下半期に比べMNO、MVNO、FTTHのいずれも減少している。

41

ＦＴＴＨＭＶＮＯ

7.1%

（参考） 2020.10～2021.3では4.7%
2021.4～2022.9では3.1%
2021.10～2022.3で10.3%
2022.4～2022.9では14.0%
2022.10～2023.3では8.6％

Ｎ＝4,663
期間：2023.4～2024.3

7.8%

N=1,641
期間：2023.4～2024.3

（参考） 2020.10～2021.３では13.5%
2021.４～2021.９では14.5%
202１.10～2022.３では10.７%
2022.４～2022.９では16.7%
2022.10～2023.３では8.4%

5.0%

N=4,331
期間：2023.4~2024.３

（参考） 2020.10～2021.3では4.2%
2021.４～2021.９では4.3%
2021.10～2022.３では10.0% 
2022.４～2022.９では26.0%
2022.10～2023.3では14.0%



（２）高齢者の苦情相談



78件

年代別苦情相談 （2023年度）

（注）苦情相談と通信利用の状況の比較は、同一調査ではなく調査時点も異なり、かつ、苦情相談の元データには年代が不明である記録も含まれる（※）
ため、あくまで参考である。
※ 下表の比率算出に当たっては年代不明の記録分は除外している。

注１：通信利用の状況（年代別）での比率は、総務省「令和５年通信利用動向調査」の次の結果に基づき算出。
携帯電話：携帯電話（スマートフォン、ＰＨＳを含む。）を保有する20代以上の個人
FTTH：自宅でパソコン等から光ファイバー回線によりインターネットを利用する世帯の世帯主

注２：20歳未満については、年齢区分が両調査で合致しないため表中に掲げていないが、MNOについて、通信利用の状況（年代別）での13-19歳の比率が7.7%で
あるのに対し、苦情相談での10代の比率は0.9%である。 （いずれも20代以上の総数を100%とした場合）

○ 年代別の苦情相談の比率を年代別の通信利用の動向と照らし合わせると、ＭＮＯサービスは６0代以上、ＭＶＮＯサー
ビス及びＦＴＴＨサービスは70代以上の年代における苦情相談の比率が相対的に高い割合となっている。

※ 括弧内は、前年度の件数・比率
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N=3,640 (3,983) 

1,816件

565件

840件

388件

908件

209件

214件

N=1,641（1,504）

＜FTTH注１＞
利用動向での比率

＜FTTH＞
苦情相談での比率

20代～50代 64.2%（62.6％） 55.3％（62.6％）
60代 17.0%（17.4％） 17.8％（15.3％）
70代 13.0%（14.1％） 19.9％（15.2％）

80代以上 5.9%（5.9％） 6.7％（6.2％）

N=3,584（4,169）

1,981件

637件

713件

241件

＜携帯電話注１＞
利用動向での比率

＜MNO＞
苦情相談での比率

＜MVNO＞
苦情相談での比率

20代～50代 63.4%（63.9%） 49.9% (57.5%) 63.8%（69.8%）
60代 15.1%（15.3%） 15.5% (15.7%) 14.7%（12.5%）
70代 14.3%（14.2%） 23.1% (18.3%) 15.0%（12.0%）

80代以上 7.2%（6.7%） 10.7% (7.4%) 5.5%（4.8%）



10代 0.4% 20代 5.5%

30代

9.9%

40代 13.7%

50代 16.2%

60代 13.7%

70代 15.6%

80代

5.9%

90代 0.3%
不明 19.0%

10代 0.2% 20代 5.2%

30代 13.1%

40代 13.7%

50代 14.5%

60代 16.1%

70代 17.6%

80代 4.5%

90代 0.2% 不明 14.9%

年代別苦情割合【ＦＴＴＨ】<電話勧誘>

N=1,804
期間：2023.4～2024.３

○ ＦＴＴＨサービスの「電話勧誘」を発生チャネルとする苦情相談の4割近くを、60代以上からの苦情が占める。

〇 ＦＴＴＨサービスの「電話勧誘以外」を発生チャネルとする60代以上からの苦情相談の割合は35.5％であり、電話勧誘に
係る苦情相談における60代以上の割合は顕著に高い状況にある。

電話勧誘以外電話勧誘

※60代以上の合計38.5％
※60代以上の合計35.5％

N=2,527
期間：2023.4～2024.３
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（３）FTTHの電話勧誘に関する苦情相談



94.8%

24.6%

6.1%

4.4%

4.2%

3.5%

2.7%

1.3%

0.8%

0.7%

0.6%

0.3%

0.3%

0.3%

0.1%

0.1%

0.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

勧められて新規契約又は事業者変更

解約の条件・方法

事業者等の相談窓口の応対

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

利用開始時期・工事

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

勧められてオプション等に加入

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

接客態度等、販売勧誘以外の応対

ネットワークの品質

通信速度制限、利用制限

期間拘束契約、自動更新

端末故障・使い勝手等

通信速度制限、利用制限

オプションなどの加入・変更手続き

端末の契約・変更手続き

苦情相談の項目・観点【ＦＴＴＨ】<電話勧誘> 46

※一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものはグラフから除外している。

○ 電話勧誘を発生チャネルとする苦情相談の項目・観点は、「勧められて新規契約又は事業者変更」の割合が
94.8%と最も高く、次いで「解約の条件・方法」(24.6%)となっている。

事例（一例）
・代理店から電話勧誘されモバイル
Ｗｉ－Ｆｉから光回線に替えた。違約
金はキャッシュバックで戻ると言われ
たが適用外。補償希望。
・安くなると電話勧誘されて光通信と
ＩＰ電話を契約。解約を申し出ると明
細の説明なく高額な解約料を請求さ
れ不満。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は8.9％、
解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は16.0％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 前年度は、①勧められて事業者等を乗換/新規契約（96.3%）、
②解約の条件・方法（25.1%)
③事業者等の相談窓口（5.6％）が上位３位。

事例（一例）
・光回線への切り替えを電話で勧誘さ
れ契約したが、説明と違い料金が高く
解約したい
・１０年ほど前に電話勧誘で大手電話
会社のアナログ回線から他業者の光回
線に変更した。アナログ回線に戻したい。

N=1,804
期間：2023.4～2024.３



35.7%

21.0%

12.0%

10.6%

9.8%

6.9%

6.1%

5.4%

4.5%

3.4%

3.0%

2.9%

2.5%

2.3%

1.7%

1.4%

1.4%

1.3%

1.1%

0.8%

0.6%

0.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

契約解除の手続き

氏名を開示しない勧誘

不実告知・事実不告知による勧誘

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

不要な勧誘

継続的な勧誘

締結時の説明不足

契約書面の未交付、内容不足

勧誘時その他（勧誘方法一般）

意見・要望

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一般）

初期契約解除に係る対応

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

従業員・職員の態度

締結後その他（契約後の不十分な情報提供）

オプションを含むサービスへの不満

説明書面を交付しない電話勧誘

勧誘目的であることを告げない勧誘

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

契約時の不適切な説明（適合性原則を踏まえない説明）

事務・業務の誤処理

発生要因（申告内容からの推測）【ＦＴＴＨ】<電話勧誘> 47

○ 電話勧誘を発生チャネルとする苦情相談の発生要因は、「誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘」の割合が
35.7%と最も高く、次いで「契約解除の手続き」(21.0%)、「氏名を開示しない勧誘」(12.0%)となっている。

事例（一例）
・業者から電話代が安くなる、違約金は
かからないと社名を名乗らず電話があ
り、光回線を申し込んだ。契約は成立し
ているか
・大手通信事業者を名乗る光インター
ネット回線の勧誘電話が携帯にかかっ
てきたが代理店名を名乗らなかった。

契約解除の手続のうち、解約に係る対応が全体に占める割合は13.1％、
違約金（解約費用への不満）が全体に占める割合は8.5％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

（参考） 前年度は、①事業者の信用度への不安（45.6%）、
②契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等） （32.8％）
③契約解除の手続き（17.6%)、が上位３位。

事例（一例）
・大手電話会社を名乗る不審な電話があ
り通信料が２か月後に２千円安くなると言
われた。承諾したが詐欺ではないかと心
配になった。
・契約中の携帯電話会社から「特別待遇
会員に選ばれた。無料で光回線を設置
する」との勧誘を受けて申し込んだが大
丈夫だろうか。

事例（一例）
・３年前電話で安くなると勧誘されて契
約した光コラボの会社の対応が悪く解
約したいが電話がなかなかつながらな
い。
・電話勧誘で光回線の契約をしたが、
キャンセルすると５万円を請求された。
まだ工事前なのに高いのではないか。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。

N=1804
期間：2023.4~2024.３



契約初期 52.0%

利用中 3.2%

解約時 39.7%

解約後 2.8%

利用停止中 0.8% 不明、その他 0.7%

発生時期等【ＦＴＴＨ】<電話勧誘> 48

○ 電話勧誘を発生チャネルとする苦情相談の発生時期の割合は、「契約初期」が66.2%と最も高く、次いで「解約時」
(26.4%)となっている。

○ 「契約初期」に生じた苦情相談の割合は前年度と比較して増加しており、契約初期に発生した苦情相談の多くは勧誘時
に発生したものであることから、勧誘の時点で既に消費者トラブルが発生している状況が続いている。

参考（前年度）

N=1,582
期間：2022.４～2023.3

契約初期の66..2％のうち、約8割に当たる
51.6％は勧誘時に生じた苦情相談。

N=1,804
期間：2023.4～2024.３

契約初期 66.2%

利用中 1.7%

解約時 26.4%

解約後 1.9%

利用停止中 0.4%
不明、その他

3.3%



契約解除等 49.2%

事業者信用度の確認

8.7%

要望なし／相談時に

は解決済み 4.8%

契約状況の確認

4.4%

返金・支払い免除

3.0%

連絡先の提供 1.6%

行政指導・行政処分等

1.1%

事業者対応の改善

0.6%

通信品質・速度

の向上等 0.3%

制度・政策の改善

0.1%

その他 26.1%

要望内容【ＦＴＴＨ】<電話勧誘> 49

○ 電話勧誘を発生チャネルとする苦情相談の要望内容の割合は、「契約解除等」が45.5%と最も高く、次いで「事業者信
用度の確認」(7.4%)となっている。

○ 前年度との比較では、「契約解除等」の割合が3.7ポイント減少したが、引き続き最も高い割合を占めている。

参考（前年度）

契約解除等 45.5%

事業者信用度の確

認 7.4%要望なし／相談時には解

決済み 6.2%

契約状況の確認 6.0%

返金・支払い免除 3.2%

行政指導・行政処分等

1.1%

連絡先の提供

0.8%

事業者対応の改善

0.3%

制度・政策の改善

0.2%
その他 29.5%

N=1,804
期間：2023.4～2024.３

N=1,582
期間：2022.４～2023.3



（４）出張販売に関する苦情相談



63.6%

22.7%

15.9%

11.4%

9.1%

6.8%

4.5%

4.5%

2.3%

2.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

勧められて新規契約又は事業者変更

解約の条件・方法

通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容

通信料金の設定水準等（高額過ぎる等）

事業者等の相談窓口の応対

通信料金の支払（心当たりのない請求等）

勧められてオプション等に加入

期間拘束契約、自動更新

ネットワークの繋がりやすさ、繋がるエリア

端末故障・使い勝手等

苦情相談の項目・観点【出張販売】

○ 苦情相談の項目・観点は、「勧められて新規契約又は事業者変更」の割合が63.6%と最も高く、次いで「解約の条
件・方法」（22.7%）、「通信以外の商品・サービス・コンテンツの料金・内容」（15.9％）となっている。

○ ＭＮＯ全体との比較では、「勧められて新規契約又は事業者変更」に関する割合が顕著に高い。

Ｎ＝44
期間：2023.4～2024.3

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各３項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
項目・観点が不明なものは、グラフから除外している。

事例（一例）
・携帯電話会社の代理店に料金が安くなると言って一方的
に乗り換えられた。断っても聞き入れられず書面も未受領。
解約希望。
・ホームセンターに携帯電話ショップがブースを出していて、
スマホの契約をした。月額料金の請求が説明より高額だ
が何故か

事例（一例）
・出張販売で携帯会社を乗換え。やはり解約しようと思い架電し
たが、店舗でしか対応できないと言われた。
・今より安くなると声をかけられ契約。調べてみると安くなってい
なかったため解約したいと思い問合せしたが連絡がない。

解約の条件・方法のうち、解約の条件（解約費用等）が全体に占める割合は4.5％、
解約の方法（解約の申出方法等）が全体に占める割合は22.7％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

51

（参考）前年度は①勧められて事業者等を乗換/新規契約（71.1%）
②解約の条件・方法（20.2%）
③通信料金の支払（心当たりのない請求等）（12.3%）が上位３位。

※出張販売においては一部のMVNO等のサービスを販売している場合もあるが、
出張販売の大半を占めるMNOについて分析を実施。



発生要因（申告内容からの推測）【出張販売】 52

○ 苦情相談の発生要因は、「勧誘時その他（勧誘方法一般）」の割合が18.2%と最も高く、次いで「不実告
知・事実不告知による勧誘」（15.9%）、「締結時の説明不足」（13.6%）となっている。

※ 一件の苦情相談で複数の項目に該当するものがあれば、各項目（最大３項目）に計上しているため、合計は必ずしも100%にならない。
発生要因が不明なものは、グラフから除外している。

事例（一例）
・スーパーに出張していた携帯会社とスマホ契約。ポイント付
与の約束が付与されない。店が説明ミスを認めたが付与され
るか不安だ。

契約解除の手続のうち、解約費用への不満が全体に占める割合は9.1％、
契約解除の手続きへの不満（解約方法等）が全体に占める割合は4.5％
※上記の分析結果の算出に当たっては、重複を排除している。

事例（一例）
・携帯電話会社の出張販売が、テナント内の
スーパーの客が荷物を詰める場所でも声をか
けるなど不適切な勧誘をしていた。

（参考）前年度は、①契約者ニーズとの不一致（不要な契約締結等） （40.4%）
②事業者の信用度への不安（28.9%）
③虚偽の案内・断定的判断による案内（23.7%）が上位３位。

※出張販売においては一部のMVNO等のサービスを販売している場合もあるが、
出張販売の大半を占めるMNOについて分析を実施。

Ｎ＝44
期間：2023.4～2024.3

18.2%

15.9%

13.6%

13.6%

11.4%

9.1%

6.8%

6.8%

6.8%

6.8%

4.5%

4.5%

4.5%

4.5%

4.5%

2.3%

2.3%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0% 18.0% 20.0%

勧誘時その他（勧誘方法一般）

不実告知・事実不告知による勧誘

締結時の説明不足

契約解除の手続

苦情等処理（問合せへの説明が不十分等）

初期契約解除に係る対応

契約時の不適切な説明（適合性原則を踏まえない説明）

締結時その他（オプション等を含む誤案内・案内不足一般）

契約書面の未交付、内容不足

解約できない（遅滞なく解約できない場合を含む）

不要な勧誘

継続的な勧誘

誤解を与える勧誘などの信用できない勧誘

締結時その他（不十分な契約意思の確認）

オプションを含むサービスへの不満

従業員・職員の態度

意見・要望



契約初期 53.5%

利用中 7.9%

解約時 22.8%

解約後 6.1% 不明、

その他

9.6%

発生時期等【出張販売】 53

契約初期の43.2％のうち、約７割に当たる
31.8％は勧誘時に生じた苦情相談。

N=114
期間：2022.4~2023.3

参考（前年度）

契約初期 43.2%

利用中

9.1%

解約時 22.7%

解約後 6.8%

不明、その他 18.2%

Ｎ＝44
期間：2023.4～2024.3

○ 苦情相談の発生時期は、「契約初期」の割合が43.2％と最も高く、次いで「解約時」（22.7％）、「利用中」（9.1％）となっ
ている。

○ ＭＮＯ全体との比較では、「契約初期」の苦情相談の割合がＭＮＯ全体の約1.5倍となっている。



契約解除等 28.9%

行政指導・

行政処分等

7.9%

事業者対応の改善

7.9%

返金・支払い免除

7.0%

要望なし／相談時に

は解決済み 5.3%
契約状況の確認

3.5%

連絡先の提供

2.6%

事業者信用度

の確認 1.8%

制度・政策

の改善

0.9%

その他 34.2%
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参考（前年度）
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契約解除等

34.1%

行政指導・

行政処分等

9.1%

返金・支払い免除

6.8%
要望なし／相談時には解決

済み 2.3%

事業者信用度の確認

2.3%

契約状況の確認

2.3%

通信品質・速度の

向上等 2.3%

その他 40.9%

N=114
期間：2022.4~2023.3

○ 苦情相談での要望内容は、「契約解除等」の割合が34.1%と最も高く、次いで「行政指導・行政処分等」（9.1%）、「返金
・支払い免除」（6.8%）となっている。

○ 前年度との比較では、「契約解除等」が5.2ポイント、「行政指導・行政処分等」が1.2ポイント増加した。


